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1 概要

国の「成長戦略」のーつである農業政策は、平成35年までに農業・劇す全体の所得の倍増を

目指し、担い手の農地利用が全農地の 8割を占める農業構造を実現することが重要であるとし

ている。

そのためには、農業委員会がより積極的に活動できる環境を整備していくことが必要不可欠

であるとして、農業委員会等に関する法律の一部改正が平成28年4月1日施行された。

これにより、農業委員会においては、従来の農地法に基づく農地転用や権利移動の許認可事

務等に加え、「農地利用の最適化の推進」として、担い手への農地利用の集積・集約化、遊休農

地の発生防止・解消、新規参入の促進などに取り組んでいくことが必須事務となった。

また、改正法には、農業委員の選出方法の変更や農地利用最適化推進委員の新設などにつぃ

ても盛り込まれ、平成29年7月の任期満了に伴う改選により農業委員19人と農地利用最適化

推進委員24人の新体制へ移行した。

農業委員会は、地利用の最適化の推進のため、農業者の農地貸借の意向把握や農地中間管

理機構との連携のほか、農地利用最適化アンケートの実施農地禾朔状況調査により判明した

遊休農地の所有者への利用意向調査の実施などにより、遊休農地の解消や担い手への農地の集

積を図る。また、山林化した農地の非農地判断を行い、守るべき農地の明確化や精度の高い農

地台帳の整備に努める。
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2 事業内容

(1)委員報酬 837千円24,

うち、農地痢朔最適化に係る活動実績報酬 096千円(補助率10/1の3,

(2)活動経費 3,327千円

ア農地の利用状況調査、利用意向調査及び非農地判断 1,200千円(補助率10/1の

管内農地約16万筆の利用状況調査を実施し、遊休農地の所有者等に対し、農地中間管理

機構への農地貸付の意向調査を行い、貸し出す意向を示した農地りストを同機構へ提供し、

認定農業者などの地域の農業の担い手へその農地を貸し付けることで農地集約と利用促進

を図る。

また、利用状況調査の結果、現況が一体的に山林化して再生困難な農地は、農業委員会総

会での審議等を経て、農地台帳から外す非農地判断業務を実施する

イその他の活動諸費 2,1 27千円

3 財源内訳

事業

28,

千円

1 64

財源

国庫支出金 県支出金※

千円 千円千円

28,1 64 4,296

※地禾1」用最適化交付金事業補助金補助率10/10、

訳

その他

千円

23,

機構集積支援事業補助金補助率10/10

内

地方債

千円

一般財源

千円
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農業者の高齢化、担い手の減少、遊休農地の増大など現在の業をとりまく勢への対策として、農地の利用
状況調により、農地の仕分けを行い、土地利用上農地として利用できる遊休農地については、「人・農地プラ
ン」1こ基づき、地域の担い手への農地を進め、良地として活用維持保全を図る。
また、山林の様相を呈した再生困難な農地については、農業委員会の議決による非農地判断・通知を行う。

平成28年度農業委員会法の改正で農地利用の最化(担い手への農地利用の集
約化、遊休農地の発生防止・解消、新規入の促進)の推進が法定化された。
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遊休農地対策

耕作中

利用状、

A分類(遊休地)
(再生利用が可能な荒廃地)

土地利用上農地として利用できる

利用意向査農地法第32条

農地法第30条(荒廃地調と

自ら耕作

地所有者

農地集積バンク
(農地中間管理機構)

農業振興地域内

貸したい

地域の声を聞く

アンケート

B分類(山林化した農地)
(再生利用が困難と込まれる荒廃農地)

土地利用上農地として利用できない
・刈や農業機械による作業では再生
できない

・進入の荒廃により立入困難な農地

報提供

^

利用集

・集

(委
農地利用

担い手

委員会

化推進委)
<H29,7新設>

,
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地情報公開システム
農地台帳地図をインターネット等で公表

現地確認(複数委)

協

農用地区城内の土地における
非地の取扱し、(林振興課と

課題の把握
人と人(地)をつなぐ

人・農地プラン 農地台

...........

地域での話し合いの

内農地

面積h日①筆数

6,267. 159,09

入希望者・農地拡大希望者

耕作中の農地

面積胎②筆数

60,9612,762

非農地作成

業委員会総会で審議・決定

情報提供

整)

非農地知書作成・発送
【所有者等1
非農地知一 付
[県・市・法等1

1ム

②/①XI

44.1%

.
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A分類僅休農剃

面積胎③筆数

10,70343
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(平成29年3月31日現在)

割合 B分類仙林化した農瑚割合

③/①斜00面積胎④筆数 U①幻

87,4 50.4%55% 3,161
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